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1　はじめに

　近年，日本では食料自給率が低下（1）する中，ラ
イフスタイルの変化（核家族化や共働きの増加，
余暇の過ごし方など），食に関する変化（冷凍食
品やレトルト食品の増加，外食や中食の増加），
生活習慣病の増加などにより，行政の国民に対す
る「食」への懸念が高まっている。消費者も食品
の原材料名や添加物の表示など，「食の安全・安
心」への関心度を高めている（2）。
　このような状況下，「すべての国民が心身の健
康を確保し，生涯にわたって生き生きと暮らすこ
とができるようにする」食育推進の目的で，2005
年 6 月「食育基本法」が制定された（3）。また，

「食育の推進に関する施策の総合的かつ計画的な
推進を図るために必要な基本的事項を定めるとと
もに，都道府県食育推進計画及び市町村食育推進
計画の基本」となる，「食育推進基本計画」が 
2006 年 3 月に決定された（4）。
　2006 年 3 月に決定された（第 1 次）食育推進
基本計画の「食育の推進に関する施策についての
基本的な方針」として，以下の 7 事項が挙げられ
た（5）。
（1）国民の心身の健康の増進と豊かな人間形成
（2）食に関する感謝の念と理解
（3）食育推進運動の展開
（4）子供の食育における保護者，教育関係者等

の役割

（5）食に関する体験活動と食育推進活動の実践
（6）伝統的な食文化，環境と調和した生産等へ

の配慮及び農山漁村の活性化と食料自給率
向上への貢献

（7）食品の安全性の確保等における食育の役割

　6 番目の事項の中で，「農山漁村の活性化と食
料自給率の向上への貢献」に関して，食育推進基
本計画では，以下のように謳っている。
　「世界的な人口の増加，水資源の枯渇等，安定
的な食料供給への不安要因が拡大していることを
考えると，我が国の食料自給率の向上を図ってい
くことが重要であるが，食の欧米化等の食生活の
大きな変化が一つの要因となって，食料自給率は
低下傾向にある。 このため，食育の推進に当たっ
ては，我が国の食料需給の状況に対する国民の十
分な理解を促すとともに，都市と農山漁村の共
生・対流や生産者と消費者との交流等を進め，消
費者と生産者の信頼関係を構築すること等によっ
て食料の主な生産の場である農山漁村の活性化と
食料自給率の向上に資するよう施策を講じるもの
とする（6）」
　第 3 次食育推進基本計画（以後，主に第 3 次計
画とする）からは，食料自給率の向上に加えて，

「食料の潜在生産能力」を表す「食料自給力」の
向上も加えられた（7）。
　食育推進基本計画に基づき都道府県食育推進基
本計画及び市町村食育推進基本計画が作成され，
学校や保健所等による子どもの食育も含め，日本
国民に幅広く食育を推し進めるため，多くの機関
が様々な取り組みを行ってきた。
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　本研究では，第 1 に，第 3 次計画と第 4 次食育
推進基本計画（以後，主に 4 次計画とする）の相
違点を述べる。第 2 に両計画における食育の推進
のために作成された目標値の達成を比較し，私見
を述べる。また，学校での食育の推進における学
級担任と栄養教諭の役割と課題を述べる。第 3 に
行政による学校における食育推進運動について 2
つの事例を示し，考察を加える。最後に，学校給
食への地場産物供給に関する事例研究を紹介す
る。

2　第 4次食育推進基本計画

　2021 年 3 月に決定された「第 4 次計画」では，
5 年間の取組として以下のことが重点事項として
挙げられている（8）。食育の推進においても，
SDGs 視点に立っての取組の必要性を説いてい
る。

（1）  生涯を通じた心身の健康を支える 
食育の推進

　食生活が原因とされる「成人男性の肥満」，「若
い女性のやせ」，「高齢者の低栄養傾向」などの増
加に鑑み，「生涯を通じた食育の推進」が必要と
している。「家庭，学校・保健所，職場，地域等」
においての食育の推進のため，「地域や関連団体
の連携・協働」を謳っている。

（2） 持続可能な食を支える食育の推進

（食と環境の調和：環境の環（わ））
　食と環境の調和の観点から，食料生産に関する
国民の関心を高める普及啓発，「持続可能な食料
生産システム」に向けて「エシカル消費」の推進
及び，「フードテック」への理解を高めることが
必要としている。
（ 農林水産業や農山漁村を支える多様な主体と
のつながりの深化：人の輪（わ））

　多くの人々が食料の生産，流通，消費に関わっ
ており，そのことを理解して感謝する気持ちが大
切であり，「農林漁業体験の推進」，「生産者等や
消費者との交流促進」，「地産地消の推進」等によ

り，人の輪を広げることが食育の推進につながる
と説明している。
（ 日本の伝統的な和食文化の保護・継承：和食
文化の和（わ））

　「和食」は，地域の伝統的な食文化を反映して
おり，食育の推進による「郷土料理，伝統料理，
食事の作法等」の保護・継承は，「地域活性化」

「食料自給率向上」や「環境への負荷低減」の観
点からも重要であると記載している。

（3） �「新たな日常」やデジタル化に対応した 
食育の推進

　新型コロナウイルス感染症の蔓延は，人々に
「身体的距離の確保や 3 密の回避行動」を促し，
「新しい生活様式」に対応して家庭での食育の重
要性を高めた。このような状況下，ICT 等のデ
ジタル技術を活用して食に関する情報提供を全て
の世代へ行う必要があり，その際，高齢者などの
デジタル困難者に対しても，食に関する情報提供
も行わなければならないとしている。
　第 4 次計画では，食育の推進に向けて，以下の
16 の事項を掲げている（9）。
（1）	 食育に関心を持っている国民を増やす 
（2）	 朝食又は夕食を家族と一緒に食べる「共

食」の回数を増やす 
（3）	 地域等で共食したいと思う人が共食する

割合を増やす 
（4）	 朝食を欠食する国民を減らす 
（5）	 学校給食における地場産物を活用した取

組等を増やす 
（6）	 栄養バランスに配慮した食生活を実践す

る国民を増やす 
（7）	 生活習慣病の予防や改善のために，ふだ

んから適正体重の維持や減塩等に気をつ
けた食生活を実践する国民を増やす 

（8）	 ゆっくりよく噛んで食べる国民を増やす 
（9）	 食育の推進に関わるボランティアの数を

増やす 
（10）農林漁業体験を経験した国民を増やす 
（11）産地や生産者を意識して農林水産物・食

品を選ぶ国民を増やす 
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（12）�環境に配慮した農林水産物・食品を選ぶ
国民を増やす 

（13）	 食品ロス削減のために何らかの行動をし
ている国民を増やす 

（14）	 地域や家庭で受け継がれてきた伝統的な
料理や作法等を継承し，伝えている国民 
を増やす 

（15）	 食品の安全性について基礎的な知識を持
ち，自ら判断する国民を増やす

（16）	 推進計画を作成・実施している市町村を
増やす

3　食育推進基本計画における食育の推進に
当たっての目標値と現状値

　表 1 は，食育の推進に当たっての第 3 次計画作
成時の 2015 年度，19 年度，20 年度，21 年度の

現状値，第 4 次計画の目標値（2025 年度）をま
とめたものである。
　目標値が変化した事項や新たに加えられた事項
を以下に示す。第 3 次計画の目標値が第 4 次計画
では下げられた事項は，「12　主食・主菜・副菜
を組み合わせた食事を 1 日 2 回以上ほぼ毎日食べ
ている国民の割合」で 70％以上から 50％以上に，
同じく「13……若い世代の割合」は 55％以上か
ら 40％以上に引下げられている。現状値でみる
と，2015 年 度（57.7 ％），19 年 度（56.1 ％），20
年度（36.4％），21 年度（37.7％）と年々その割
合が減少傾向にあり，第 3 次計画の目標値 70％
以上の達成が難しく，第 4 次計画では 50％以上
に目標値を下げたと思われる。同様に，若い世代
の割合も，現状値が 2020 年度，21 年度とも 30％
未満であり，目標値を 40％以上に縮小したと考
えられる（表 1 参照）。現代のライフスタイルの

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年度　　　　　　　　
食育推進への目標

2015

現状値

2019

現状値

2020

現状値

2021

現状値

2025

目標値

1 食育に関心を持っている国民の割合 75.0% 76.2% 83.2% 79.6% 90％以上

2 朝食又は夕食を家族と一緒に食べる「共食」の割合 週9.7回 週10.0回 週9.6回 週9.2回 週11回以上

3 地域等で共食したいと思う人が共食する割合 64.6% 73.4% 70.7% 42.7% 75％以上

4 朝食を欠食する子供の割合 4.4% 4.6% - 5.1% 0%
5 朝食を欠食する若い世代の割合 24.7% 25.8% 21.5% 26.5% 15%以下

6 中学校における学校給食実施率 88.8%★★93.2% - - -

7
栄養教諭による地場産物を活用した食に関する指導の平均取組回数

- 月9.1回 - 月9.0回月12回以上

8 学校給食における地場産物を使用する割合（食材数ベース） ★26.9% 26.0% - - -

9 学校給食における国産食材を使用する割合（食材数ベース） ★77.7% 77.1% - - -

10 学校給食における地場産物を使用する割合（金額ベース） - 52.7% - 68.1% 90%以上

11 学校給食における国産食材を使用する割合（金額ベース） - 87.0% - 74.5% 90%以上

12
主食・主菜・副菜を組み合わせた食事を1日2回以上ほぼ毎日食べている国民の割合 57.7% 56.1% 36.4% 37.7% 50%以上

13
主食・主菜・副菜を組み合わせた食事を1日2回以上ほぼ毎日食べている若い世代の割合 43.2% 37.3% 27.4% 29.8% 40%以上

14 ゆっくりよく噛んで食べる国民の割合 49.2% 53.4% 47.3% 47.9% 55%以上

15
食育の推進に関わるボランティア団体等において活動している国民の割合

35.0万人 36.2万人 34.3万人 - 37万人以上

16 農林漁業体験を経験した国民（世帯）の割合 36.2% 39.3% 65.7% 61.3% 70%以上

17 産地や生産者を意識して農林水産物・食品を選ぶ国民の割合 - - 73.5% 74.8% 80%以上

18 環境に配慮した農林水産物・食品を選ぶ国民の割合 - - 67.1% 69.3% 75%以上

19 食品ロス削減のために何らかの行動をしている国民の割合 76.4% 76.5% 76.6% 78.3% 80%以上

20
地域や家庭で受け継がれてきた伝統的な料理や作法等を継承し、伝えている国民の割合

41.6% 47.9% 50.4% 43.9% 55%以上

21 郷土料理や伝統料理を月1回以上食べている人の割合 - - 44.6% 61.7% 50%以上

22 食品の安全性について基礎知識を持ち、自ら判断する国民の割合 72.0% 79.4% 75.2% 77.4% 80%以上

23 推進計画を作成している市町村の割合 76.7% 87.5% 89.3% 89.6% 100%

表 1　食育推進基本計画における食育の推進に当たっての目標値と現状値

注：★ 2014 年度，★★ 2018 年度
　　「10」「11」2020 年度は調査を行っていない
　　―　はデータ未取得もしくは存在しない
出典：食育推進基本計画関連の各種資料より作成
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変化，食生活の変化の中で，上記の割合を高める
ことの難しさが伺える。
　逆に目標値が上がった事項は，「3　地域等で共
食したいと思う人が共食する割合」が 70％以上
から 75％以上に，「16　農林漁業体験を経験した
国民（世帯）の割合」が 40％以上から 70％以上
に，「20　地域や家庭で受け継がれてきた伝統的
な料理や作法等を継承し，伝えている国民の割
合」が 50％以上から 55％以上に上方修正されて
いる。　
　個別の事項を見てみると，「地域等で共食した
いと思う人が共食する割合」の第 3 次計画の目標
値（70％以上）は 2019 年度（現状値 73.4％）に
達成している。しかし，2020 年度の現状値は
70.7％と減少し，21 年度には 42.7％と前年比で
28％現状値が下がっている。理由としては，新型
コロナウィルス感染症蔓延で外出自粛，飲食店の
休業や時短の影響による共食率の減少だと思われ
る。
　第 3 次計画と比較すると，「中学校における学
校給食の実施率を上げる（目標値 90％以上）」が
2018 年に達成されたためか，第 4 次計画からは
削除されている。
　目標値の計測方法が変更になったものに，（5）

「学校給食における地場産物を活用した取組等を
増やす」がある。第 3 次計画までは学校給食にお
ける地場産物及び国産食材を使用する割合は「食
材数ベース」であった（10）。しかし，第 4 次計画
では地場産物及び国産食材を使用する割合が給食
費の中で占める「金額ベース」で比較することに
変更になった。地域により調達できる食材数や量
が異なる中，全国均一の食材数ベースの目標値で
は，地域により達成された現状値に差が出ること
を考慮した変更だと考えられる。第 4 次計画では
2019 年度の値（金額）よりもそれを維持・向上
した都道府県の割合を目標値としており，2025
年度までに地場産物及び国産食材を使用する割合
とも 90％以上としている。表 1 によると，地場
産物を学校給食に使用した 2019 年度の値（金額）
よりも，それを維持・向上した都道府県の割合
は，21 年度は 68.1％であった。国産食材の使用

では，21 年度は 74.5％である。
　第 4 次計画では（6）「栄養バランスに配慮した
食生活を実践する国民を増やす」の中に，食塩摂
取量，野菜摂取量，果物摂取量の目標値が新たに
設けられた。食塩摂取量の目標値は成人 1 人 1 日
当たり 8g 以下（2019 年度の平均値は 10.1g），野
菜摂取量の目標値は成人 1 人 1 日当たり 350g 以
上（同年度の平均値は 280.5g），果物摂取量の目
標値は成人 1 人 1 日当たり 100g 未満の割合を
30％以下（同年度の割合は 60.5％）にすると設定
された（11）。
　（11）「産地や生産者を意識して農林水産物・食
品を選ぶ国民を増やす」も新たに加えられた事項
である。2020 年度，21 年度の現状値は，73.5％
と 74.8％である。2025 年度までの目標値は 80％
以上としている。新たに加えられた事項（12）

「環境に配慮した農林水産物・食品を選ぶ国民を
増 や す 」 の 2020 年 度，21 年 度 の 現 状 値 は，
67.1％と 69.3％であり，目標値（2025 年度）は
75％以上である（表 1 参照）。
　（14）「地域や家庭で受け継がれてきた伝統的な
料理や作法等を継承し，伝えている国民を増や
す」関連で，「郷土料理や伝統料理を月 1 回以上
食べている割合」も目標値が 50％以上と設定さ
れた。2020 年度，21 年度の現状値は，44.6％と
61.7％であり，21 年度の現状値は目標値を上回っ
ている。
　表 1 に示された「16　農林漁業体験を経験した
国民（世帯）の割合」の現状値は食育推進基本計
画関連の資料（12）を基に作成したが，2019 年度
39.3％に対して 20 年度には 65.7％と 26.4％（率
にして約 67％）増加している。調査したところ，
2019 年度までとそれ以後ではデータの取得方法
が異なることが分かった。2019 年度までは「食
生活及び農林漁業体験に関する調査」から，2020
年度と 21 年度は「食育に関する意識調査」から
得られたデータで作成されており，調査方法が異
なるので時系列的に比較はできない。
　表 2 は，2016 年度から 21 年度までの両調査の
結果を示したものである。食生活及び農林漁業体
験に関する調査は，2019 年度で終了している。
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　表 2 によると，例えば，2019 年度では，農林
漁業体験を経験した国民（世帯）の割合は前者

（A）の調査結果は 39.3％，後者（B）の調査では
57.8％となっている。「食生活及び農林漁業体験
に関する調査」は郵送配付・郵送回収により，

「食育に関する意識調査」は調査員による個別面
接聴取で行われている。
　食生活及び農林漁業体験に関する調査では，

「東京・近畿圏と地方圏」を対象に「家族の中で
農林漁業体験に参加したことのある人が『いる』」
ことを尋ねている。例えば，2019 年度の調査で
は，20 歳から 69 歳の男女 4,000 人にアンケート
用紙を郵送配付し，3,645 人から回収できた。各
エリアについて 2015 年国勢調査の人口構成比率
に合わせた性・年代・世帯構成割合別割付を実施
している。39.3％の内，9.3％は本人が参加したと
回答し，農林業体験を経験した年代は小学生の頃
が 54％を占めている。家族で経験した者は小学
生が 46.7％で最も高く，その内，学校の取組で経
験したが 59.8％を占めている。食生活及び農林漁
業体験に関する調査では，体験の割合は 2016 年
度から 19 年度まで 30％から 40％未満に留まって
いる（13）。
　調査員による個別面接聴取で行われる食育に関
する意識調査では，例えば 2019 年度では対象者
は 20 歳以上の 3,000 人で，有効回収数（率）1,721
人（57.4％）で，57.8％の人が「自分もしくは家

族の中で農林漁業体験に参加したことがある」と
回答している（14）。
　表 2 によると，調査員による個別面接聴取の結
果の方が郵送配付・郵送回収よりも同年度を比較
しても数値は高いことが分かる。両調査の結果か
らも「農林漁業体験を経験した国民（世帯）の割
合」は年々増加している。第 4 次計画の目標値は
70％以上としている。
　「23　食育推進基本計画を作成している市町村
の割合」については，第 2 次計画終了の 2015 年
度の割合は 76.7％，20 年度は 89.3％，第 4 次計
画の初年度は 89.6％と増加している（15）。因みに，
2007 年度において食育推進基本計画を作成して
いる市町村の割合は 4.1％であった。

4　栄養教諭及び学校栄養職員の配置基準

　栄養教諭制度は（2001 年改訂の「学校栄養職
員」から 2005 年度に「栄養教員及び学校栄養職
員」へ名称変更），栄養教諭が学校における食育
の指導・管理の中核としての役割を担うために創
設された。しかし，以下に示す配置基準は 1958
年の「公立義務教育諸学校の学級編制及び教職員
定数の標準に関する法律」の第八条の二に規定さ
れている配置基準が現在も使われている（16）。
　「自校方式」は児童生徒数 550 人以上が 1 人，
550 人未満の場合は 4 校に 1 人となっている。「セ
ンター方式」は 6,001 以上が 3 人，1,501 人から
6,000 人は 2 人，1,500 人以下では 1 人の栄養教論
等の配置が決まっている。給食を自校方式で調理
する学校（親）から調理施設が無い学校（子）へ
給食を届ける「親子方式」では，明確な基準はな
い。
　栄養教諭の職務としては，以下の 3 つである。
①児童生徒の「偏食傾向」，「痩身願望」，「肥満傾
向」，「食物アレルギー」等の対応のために，保護
者への助言も含め個別的な相談や指導を行う。②
学級担任が策定した年間指導計画に基づき，栄養
教諭は食に関する専門性を活かして，食育指導を
担っていく。給食の時間では「中核的な役割」を
果たす。③食に関連する教科の教職員と連携し，

（単位： %）

年度 A B
2016 30.6 45.7
2017 36.3 46.6
2018 37.3 48.5
2019 39.3 57.8
2020 - 65.7
2021 - 61.3

表 2　農林漁業体験を経験した
国民（世帯）の割合

注：A 食生活及び農林漁業体験に関する調査
　　B 食育に関する意識調査
出典：�食生活及び農林漁業体験に関する調査

報告書及び食育に関する意識調査報告
書から作成
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年間指導計画に基づき指導を行う。更に，広報誌
の作成，親子料理教室の開催，地域が行う食の行
事への参画なども行う（17）。
　栄養教諭の具体的な職務内容として，以下の 6
項目が挙げられている（18）。
（1）学校給食に関する基本計画の策定への参画
（2）学校給食における栄養量及び食品構成に配

慮した献立の作成
（3）学校給食の調理，配食及び施設設備の使用

方法等に関する指導・助言
（4）調理従事員の衛生，施設設備の衛生及び食

品衛生の適正を期すための日常の点検及び
指導

（5）学校給食の安全と食事内容の向上を期すた
めの検食の実施及び検査用保存食の管理

（6）学校給食用物資の選定，購入及び保管への
参画

　上記のように栄養教諭の職務は多岐に渡るが，学
校における食育指導・管理で中心的な役割を担う
栄養教諭及び学校栄養職員の数が現行の配置基準
では少ないとして，見直しを求める動きがある（19）。
　高田（2018）は，2017 年度の全国の栄養教諭
6,092 人を 2018 年度の小中学校の学校数（30,162）
と学級数（391,970）で割り，栄養教諭 1 人に対
して学校数が約 5 校，学級数は約 64 学級と試算
している（20）。高田は，「食に関する指導手引き

（2007 年文部科学省）」に食に関する指導目標が
示され，学校給食を活用した「給食指導（手洗
い，配膳方法，食事マナーなど）」が明記された
としている。
　学校における働き方改革に関する中央教育審議
会の中間まとめや文部科学省からの通知等におい
ても，給食時の学級担任の業務負担軽減の観点か
ら，栄養教諭と学級担任が連携を行うように指摘
されている（21）。
　表 3 は，栄養教諭の配置状況の推移を表わした
ものである（22）。
　食育基本法が制定された 2005 年度では全国に
34 人の栄養教諭が配置されていた。食育推進基
本計画が決定された翌年は 359 人と約 10 倍にな

り，第 2 次計画が始まった 2011 年度 3,853 人，
2006 年度比で約 11 倍に増加している。2016 年度

（ 第 3 次 計 画 初 年 度 ） に は 5,765 人，5 年 後 の
2020 年度は 6,652 人と，栄養教諭の配置数は全国
レベルでは年々増加している。しかし，栄養教諭
や学級担任の業務として求められる食に関する職
務に対して，高田の試算結果を見ても，栄養教諭
数が不足していることが推測される。

5　食育事業

　食育推進のための行政による補助金事業を 2 つ
取り上げる。

（1）  社会的課題に対応するための学校給食の
活用事業

　この活用事業は「学校給食で使用する食品の調
達方法や大量調理を前提とした調理方法及び調理
技術の開発など」を食品関係者と連携しながら行
うことが目的で，2016 年度から文部科学省によ
り行われている（23）。2020 年度の研究開発テーマ
は，①食品ロスの削減，②地産地消の推進，③伝

年度 人数

2005 34
2006 359
2007 986
2008 1,897
2009 2,663
2010 3,379
2011 3,853
2012 4,262
2013 4,624
2014 5,023
2015 5,356
2016 5,765
2017 6,092
2018 6,324
2019 6,488
2020 6,652
2021 6,752

表 3　栄養教諭の配置状況の推移

出典：文部科学省の資料より作成
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統的食文化の継承である。以下に，静岡県教育委
員会が委託先に選ばれた活用事業の成果報告書を
まとめる（24）。研究開発テーマを実施するに当た
り，商品開発，情報提供，献立作成等で 2 つの漁
業組合と民間企業 2 社が連携機関になっている。
商品開発，献立作成，料理動画の講師として懐石
料理の店主と動画作成等の広報支援で 1 社が参加
している。
　「研究テーマ：食品ロスの削減及び地産地消の
推進」
　静岡県では 2 つのテーマについて研究を行っ
た。研究テーマ 1 は，食品ロスの削減である。静
岡県は「食品ロス削減に関する理解の向上と実施
を促す」目的で，県内の児童生徒に対して廃棄物
リサイクル課による出前授業を，開催実施予定数
よりも 1 校多い 6 校行った。この際，栄養教諭が
中心となって作成した指導資料（残菜の写真を含
む）を用いている。児童生徒へのアンケート調査
の結果，「食品ロス」の意味が分かる割合が 63％
から 92％に，食事の際に「残さず食べる」と回
答した割合が 75.5％から 80.1％に増えている。
　研究テーマ 2 の地産地消の推進では，静岡県産
の地場産物の活用を目指した。評価指標として
は，「規格外や未利用の農林水産物や地場産物を
活用した学校給食用物資」を食材として学校給食
を作って提供する県内の市町の割合を 100％にす
るとした。しかし，成果指標は年度毎に決められ
た食材を 1 種類以上用い，加えて地元食材も含め
静岡県産の食品を 45％以上使った献立の「ふじっ
ぴー給食」の実施率に変更している。テーマ食材
は「静岡県産の鯖」とした。
　規格外の食材や地場産物を用いた給食メニュー
を静岡県内の小学校，中学校と特別支援学校全校
で実施するという評価指標では，地域によって地
場産物の生産量に偏りがあり，また限られた時間
に校内均一のものを提供しなければならない学校
給食において，規格外の食材を静岡県内の全ての
小中学校と特別支援学校全校で実施することは，
他の都道府県も含めて難しいのではと考える。
2020 年度のテーマ食材を用いたふじっぴー給食
の実施学校数は 63％（約 500 校，17 万人）で，

目標値の 45％を上回っている。
　報告書では，「市町によって物資選定方法や納
入方法が異なる」ことで，静岡県内全域での「地
場産物活用率」の向上の参考様式の作成が難しい
ことが分かったとしている。成果報告書には，例
えば，給食メニューに均一な規格のものが大量に
確保できる産地からの食材を用いた場合と比較し
て，規格外の食材や地場産物の食材として使用し
た場合の費用やそれらを調理する側の負担につい
ての記述はなかった。

（2） つながる食育推進事業

　つながる食育推進事業の事業目的は，児童生徒
の家庭での「食育の実践モデル構築」のため，学
校で「栄養教諭が中心となり，学校を核として地
域の生産者や関係機関・団体等とも連携しつつ」
実践的な食育を行うこととしている（25）。2020 年
度に奈良県教育委員会が受託先となり，広陵町立
広陵北小学校と広陵町立広陵中学校で実施された
事業について，以下に説明する（26）。
　推進委員会として，奈良県や広陵町の関係部
署，県教育委員会，県学校給食会，広陵町教育委
員会，広陵町立北小学校と広陵中学校の校長，県
農業協同組合，畿中大学が連携機関として事業に
参加している。
　広陵町では栄養教諭等が町内で連携して，「朝
食の欠食率削減」，「残菜の減少」，「地場産物の活
用」の 3 つの取組を広陵北小学校と広陵中学校で
行い，児童生徒の「自己管理能力」の育成効果を
検証することを，今回のつながる食育推進事業の
目的とした。

①  児童生徒の食に関する自己管理能力の育成
への取組

　広陵北小学校
　5・6 年生を対象に，家庭で自ら朝食を作
る能力を身に着けてもらうために，「調理実
習の全ての工程を撮影した DVD」を配布し
た。学年ごとの児童の発達段階に応じた指導
も，特別活動の時間を用いて行っている。保
護者にその学習内容を共有・理解してもらう
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ため，ワークシートを用いた。
　広陵中学校

　「スポーツのための効果的な食事について
考えよう」と題し，陸上部の長距離選手を対
象にした「骨密度測定」と「食事指導」によ
り，食への自己管理能力を高めてもらうこと
にした。加えて，長距離選手用の給食レシピ
や試合当日の食事についてのプリントも配付
した。

　広陵町
　多くの町民に食育について知ってもらうた
めに，「食育パネル展」を広陵町立図書館で 9
月 18 日から 10 月 2 日まで行った。「朝ごは
んコーナー」を小学校の図書館に設けたこと
に加え，広陵町の「広報こうりょう」に，特
集「学校給食」として記事を掲載している（27）。

②  栄養教諭を中核とした全校体制による食育
の指導・評価方法の開発への取組

　地場産物を学校給食の食材として積極的に取入
れることに加え，家庭でも地場産物を用いてもら
うために，児童生徒が作れる料理レシピの開発を
行った。評価には，アンケート調査と地場産物等
実態調査結果を用いた。
　広陵北小学校

　異なる教科での横断的な食に関する指導に
加えて，「地産地消」が重要であることを児
童に理解してもらうため，地元生産者等とふ
れあう「体験学習」を行った。「三輪そうめ
ん」の生産者を招き，4 年生がその生産過程
を体験している。

　広陵中学校
　総合的な学習の時間に給食センター（広陵
町・香芝市共同中学校給食センタースマイ
ル）の栄養士が，食品ロスや地場産物の良
さ，朝食を食べることの大切さなど 6 つの
テーマに関して作成した動画教材を生徒が視
聴した後，学級担任がテーマごとの食育指導
を行った。

　中学校給食センター
　畿央大学の学生と共同で「世界の料理」を

テーマにして給食メニューの開発を行った。
また，今年度「ロメインレタス」と「祝い大
根」の計画栽培を奈良県内の生産者に依頼
し，学校給食の食材とすることができた。ロ
メインレタスの成長過程を「給食センタース
マイルだより」として掲載した。

　広陵町
　全国学校給食週間（1 月 24 日から 1 月 30
日まで）の 1 日を「100％ならの日」とし，
北葛城郡内 4 町（上牧町，王寺町，広陵町，
河合町）で牛乳や調味料を除き，奈良県産の
食材のみの学校給食を目指す取組を 2017 年
から行っているが，2019 年度から「50％な
らの日」を 11 月に加えて，地場産物の利用
促進に努めている。広陵町産のナスを北葛城
郡内 4 町全ての小中学校で用いることが可能
となった。

③  栄養教諭間の連携及び栄養教諭の研修への
取組

　奈良県
　奈良県では，「栄養管理班」，「衛生管理班」，

「食に関する指導班」から成る「ワーキング
グループ会議」を設置し，資料を CD にまと
めて県内の栄養教諭・学校栄養職員等に配付
した。各班の資料内容は，

栄�養管理班：市町村ごとの地場産物活用品 
目と納品ルート及び給食メニュー作成の 
ポイント

衛�生管理班：学校での新型コロナウィルス 
感染への対応

食�に関する指導班：学年ごとの児童の発達 
段階に応じた朝ごはん指導

である。
　研修会は紙面やリモート研修，職場訪問等で
行った。その際，ワーキンググループが作成した
資料を用いている。
　評価指標の測定結果から，成果報告書では今回
の事業を以下のようにまとめている。
　朝食を食べることがほとんどないと回答した児
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童生徒の割合が，広陵北小学校で 1.6％，広陵中
学校で 2.4％減った。
　独自指標では，給食における残食率が，広陵北
小学校は 2019 年度平均 1.75％から 22 年度 1.23％

（6 月〜12 月平均）へ，広陵中学校では 2019 年度
平均 17.4％から 22 年度 16.3％（6 月〜12 月平均）
へ減少している。栄養教諭や教職員の食育指導が
残食率の改善に現れたとしている。因みに，広陵
中学校の生徒は広陵北小学校の児童に比べ，2019
年度で約 10 倍，20 年度で約 13 倍残食率が高い。
　地場産物活用割合は，広陵北小学校が 2019 年
11 月 23.8％，20 年 11 月 25.6％，広陵中学校は
2019 年 11 月 31.8％，2020 年 11 月 31.9％という
結果となった。
　地場産物活用＋奈良県内製造品活用割合は，広
陵北小学校では 2019 年 11 月 31.0％，20 年 11 月
32.9％，広陵中学校は 2019 年 11 月 39.8％，2020
年 11 月 39.4％となった。
　栄養教諭間の連携及び栄養教諭の研修に関して
は，紙面による研修会を 2 回実施し，訪問研修も
3 箇所で行っている。ワーキンググループ会議も
班ごとに，それぞれ数回開催した。報告書では，
保護者の協力が児童生徒の「食習慣の改善」には
大切であるとし，小中学校 9 年間での食育指導が
重要であると結んでいる。

6　学校給食への地場産物供給に関する 
事例研究

（1）  学校給食への地場食材供給の規格・価格
等に関する考察

　山田，他（2012）（28）は，学校給食への地場産物
活用に関して，学校が求める食材の規格や価格等
の情報が生産者に伝われば，安定的に地場産物の
供給が行われると考え，岐阜県中津川市で調査を
行った。具体的には，岐阜県中津川市立 A 小学
校の調理員（5 人）と栄養士（1 人）へ地場産食
材と市場流通食材の評価に関する聞き取り調査を
行っている。加えて，山田，他は中津川市内の学
校調理場に 2001 年から地場産食材を納品してい
るアグリウーマン中津川の「学校給食部会」への

聞き取り調査結果，中津川市産業振興部農業振興
課の資料等を基に，A 小学校への学校給食部会
の食材供給価格，生産者受け取り価格等を試算し
ている。
　A 小学校では 2008 年度の実績で，ハクサイ，
ナス，ネギ，トマトは学校給食部会が 100％供給
している。ダイコンやジャガイモの学校給食部会
の供給割合も，それぞれ 55.6％，48.1％である。
　調理師への聞き取り調査（2010 年）では，地
場産食材は「鮮度が高く質が良い」，地場産食材
はプラスチック製コンテナで納品されるため「食
材の取入れの手間が少ない」，よって「段ボール
についている留金の食材への混入がない」との回
答を得ている。また，「当初供給された地場産食
材は大きさが様々であったが，現在ではない」と
している。栄養士からは，「地場産食材の規格が
心配だった」，「地場産食材は新鮮で美味しい」，

「学校給食部会との意思の疎通がたやすい」との
意見があった。
　A 小学校では栄養士が学校給食部会の会員の
畑を見学しており，野菜の成長に合わせた献立が
作れる。見学の際，学校給食で利用したい野菜の
栽培を農家へ依頼しており，給食で活用される地
場産食材数も増えている。
　山田，他は，学校給食部会の地場産食材と岐阜
県青果物標準出荷規格との比較から，学校給食部
会で A 小学校に供給している地場産食材は，市
場に流通している M，L サイズ，もしくはそれ
以上の大きさであるとしている。地場産食材で
キュウリとナスは，上限規格を設けている。学校
給食部会は，収穫，選別，運搬等を行っている
が，その際に食材の加工も行うことがある。例え
ば，トウモロコシは会員が皮とひげを取り，学校
の要望に合わせてカットして納品している。
　A 小学校へ地場産食材を供給する学校給食部
会側のメリットとしては，①学校給食用の食材規
格は大きい方に幅が広く，大きさの不揃の許容範
囲が大きいこと，②プラスチック製コンテナを使
用しており，包装資材（段ポール等）に野菜を入
れる手間がかからないことを挙げている。
　山田，他は，6 品目（キュウリ，タマネギ，
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ジャガイモ，ナス，トマト，ネギ）の 2003 年か
ら 2009 年の 7 月の名古屋中央卸売市場の価格を
基に，仲卸価格，小売価格，市場出荷生産者受け
取り価格を試算した結果，1kg 当たり仲卸価格の
総平均価格は 215.5 円，小売価格の総平均価格は
320.7 円で，学校給食部会の供給価格の総平均価
格は 273.3 円としている。この試算結果から，学
校給食部会の供給価格は名古屋中央卸売市場の卸
売価格と小売価格の間（中間価格）と推定してい
る。結果，市場流通の食材とほぼ同じ，もしくは
それ以下で A 小学校では学校給食部会から地場
産食材の購入が可能であるとしている。学校給食
部会は，調理施設に納品する地場産食材の価格が
大きく変動しないように価格設定を行っており，
限られた予算の中で給食を提供しなければならな
い学校側にもメリットがあると思われる。
　また，A 小学校の場合，学校給食部会の生産
者受け取り価格は，1kg 当たり 29.7 円から 231.2
円，卸売市場へ出荷する生産者受け取り価格より
も高いと試算しており，一定量を確保できれば卸
売市場への出荷よりも学校へ供給した方が学校給
食部会にもメリットがあると指摘している。
　この研究は，岐阜県の中山間地にある小規模な
小学校（児童数 485 人　2009 年）を対象に行わ
れた。この調査結果は児童生徒数が異なり，地場
産食材の栽培品目，生産量が異なる他の地域の小
中学校にそのまま反映されることは難しいもの
の，地場産食材と市場から供給される食材との規
格及び価格について行われた調査は，限られた給
食費の制約の中で地産地消の推進が可能かどうか
他の自治体の参考になるのではないだろうか。ま
た，学校給食での地産地消の推進には，需要側

（学校）は欲しい食材の種類，数量，規格等を供
給側（市内，県内の生産者）に伝え，生産者が計
画的に栽培できる条件を整えることが必要である
ことが分かる。

（2）  茨城県常総市における学校給食をめぐる
食料供給構造

　磯野，他（2014）（29）は，茨城県常総市（2006
年旧水海道市と旧右下町が合併）の学校給食への

地産地消推進運動に着目し，食料供給構造を明ら
かにする研究を行った。具体的には，JA 常総ひ
かり（以後，JA），旧水海道市の小中学校の給食
を提供する豊岡学校給食センター（以後，学校給
食センター），小中学校の栄養教諭，地場産食材
を供給している農家などへの聞き取り調査を行
い，提供された資料も用いて，学校給食における
地場産食材の活用に向けての取組を紹介してい
る。
　常総市では余剰米対策としてコシヒカリの学校
給食での活用を 1990 年代以降行っていたが，全
国レベルでの地産地消運動（2001 年）以後，学
校給食へ地場産野菜の利用が増えていった。2006
年以後，市内小中学校へ栄養教諭が配置される
と，食育の観点からも地場産食材の活用が学校給
食でも増えていった。2002 年当初は，直売所へ
の出荷が中心の生産者組織「水海道産直部会」か
ら購入していた。学校給食センターの食材の購入
金額は，公益財団法人茨木県学校給食会からが多
いものの，2010 年以後，JA からの購入割合が増
加している。学校給食用の地場産食材は，JA か
ら 6～7 割，残りを産直部会が供給する。理由は，
産直部会所属の生産者の高齢化や離農が原因とさ
れる。JA は，安定した地場産食材の量を確保す
るため，園芸部会所属の特定農家に野菜栽培を依
頼している。
　学校給食の献立は，「献立編成会議」で行われ
る。会議のメンバーは，JA，水海道産直部会，
学校給食センター所長や栄養士，小中学校の栄養
教諭で構成され，その際に使用食材が決まる。食
材の発注は入札で行われ，搬入業者の供給価格と
同じならば，常総市産を優先している。野菜の購
入は JA や水海道産直部会を通じて行われる。地
場産食材の確保ができない場合は，代用食材の利
用，もしくは市場から購入している。
　磯野，他は，旧水海道市の小中学校の給食への
地場産食材活用に関しては，JA の仲介者として
の役割が大きいと指摘している。JA は学校給食
センターへ納入可能な野菜の提示，生産者への連
絡，野菜の集荷，納入，生産者への入金代行など
を行っており，給食センターの野菜の買い取り価
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格（供給価格）は，JA が市場出荷価格と同水準
になるように決めている。
　磯野，他は聞き取り調査の結果から，地元生産
者の学校給食への野菜納入のメリットとして，①
直売所への出荷と比べて手数料を払わなくて良
い，②段ボールなどに入れる必要がない，③児童
生徒が自ら栽培した野菜を食べてくれるという満
足感が得られる，を挙げている。しかし，給食セ
ンターで使われる地場産食材の量は，地元生産者
が出荷する量に比べてわずかであり，農家の収益
に関する影響は少ないとしている。
　磯野，他は，学校給食センターへ地場産食材を
供給している野菜農家への聞き取り調査も行って
いる。キュウリの生産者は，「市場に出荷できな
い規格外のものを活用して欲しい」と答えてい
る。また，JA を通じて卸売市場と学校給食セン
ターに収穫量のほとんどを出荷しているナス農家
は，規格外のものは自家用として消費していると
答えている。山田，他（前掲）が岐阜県中津川市
A 小学校を対象に行った地場産食材供給の規格・
価格の調査研究においても，キュウリとナスにつ
いては成長しすぎると種が大きくなるなど品質に
問題がでるとして，学校側が規格に上限を設けて
いた。
　常総市の場合は，磯野，他が調査を行った期間
においては，山田，他の中津川市立 A 小学校の
場合と異なり，給食センターへ納入する野菜で
も，卸売市場へ出荷する野菜の規格と同等，もし
くは同等程度に設けていると推測される。
　磯野，他は，常総市の学校給食への地場産物活
用は，JA，水海道産直部会，学校給食センター，
小中学校，地元生産者が連携した組織作りを行
い，「地場農産物供給体制の基盤が構築」されて
いる結果であるとしている。

（3）  JA仲介による都市近郊地域の学校給食
への地場食材供給

　山田，他（2016）（30）は，都市近郊地域の学校給
食への地場産物の供給構造を明らかにするための
実証分析を行った。兵庫県三田市において行われ
た聞き取り調査と資料収集の対象は，三田市経済

環境部農業振興課，市立ゆりのき台給食センター
（以後，Y 給食センター），JA 兵庫六甲三田営農
センター（以後，JA（営））である。
　三田市では，JA（営）の直売所「農協市場館
パスカルさんだ一番館（以後，直売所）」に野菜
を出荷している生産者組織の一部会である「学校
給食部会（2014 年度会員数 36 人）」が，Y 給食
センター（約 7,000 食／日）と市立清水山給食セ
ンター（約 3,200 食／日）へ地場産食材を供給し
ている。学校給食部会は，減農薬栽培などで生産
された主に 6 品目を，学校給食向けに計画的に栽
培している。2014 年度の 6 品目の地場産食材の
学校給食センターでの使用率（％）は，ダイコン

（18.9），ハクサイ（24.1），キャベツ（21.2），タ
マネギ（22.4），ジャガイモ（11.6），ニンジン

（3.2）である。
　9 人の JA（営）職員が地場産食材の学校給食
センターへの供給に関わる 6 つの業務「調達・出
荷調整，価格決定，販売会計，配送作業，品質管
理，調達補完」に携わっており，学校給食関連業
務に費やす労力は，全体の約 5％である。
　JA（営）は Y 給食センターが必要な食材品目
と数量を表にまとめたものを，月に 2 回受け取
る。使用する約 1 ヵ月前には表が届き，地場産食
材が優先的に供給されている。必要な地場産食材
の数量が確保できない場合，不足している分は給
食センターが依頼した業者が市場を通して国内産
を供給している。
　供給価格に関しては，給食センターは JA（営）
から職員が計算した「神戸及び大阪中央市場の月
旬の平均価格と，価格安定対策事業補償基準額の
いずれか高い方の 1.2 倍の金額」が，月に 3 回提
示されている。学校給食部会の会員は，農産物を
給食センターが使用する前日の 12 時までに直売
所に届け，給食センターまでの運搬は JA（営）
の委託業者が行う。
　給食センターに供給される地場産食材の規格
は，市場に出荷する規格に比べて不揃いがある
が，S サイズ以下と規格外の大きさのものは受け
入れていない。
　地場産食材を供給する生産者が支払う手数料は
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JA へ 10％，運搬業者へ 2％，計 12％である。直
販所への出荷と比較して給食センターへの供給
は，「袋詰めや価格のシール等を貼る手間」がか
からず，売れ残りを引き取りに行く必要もなく，
供給した分だけ収入がある。また，直販所の手数
料は 15％で，給食センターに供給する場合より
も 3％高い。学校給食への供給単価は直売所と比
較して安いものの，農家の理解は得られている。
　山田，他は，他の研究結果においては，学校給
食で入札制度を取り入れている地場産食材の供給
価格は業者と「同等またはそれ以下」であった
が，三田市の場合は上記のように地場産食材を優
先的に受け入れており，業者の供給価格を下回ら
ないように配慮されていると指摘している。その
背景の一つとして，1992 年から三田市と「JA さ
んだ」が「地域野菜振興事業」として，生産者支
援の面からも，高品質の地場産農産物の学校給食
への活用を始めた経緯があることを挙げている。
　会員への助成金は，「いきいき農産物流通促進
事業（地場野菜学校給食供給事業）」と「戸別所
得補償制度の産地資金」の「学校給食助成」があ
る。2013 年度，学校給食部会の会員の平均助成
金額は約 46,750 円と試算している。
　山田，他は，三田市の事例研究から，自校方式
に比べ調理数が多い学校給食センターにおいて
も，自治体と JA との連携により品目・数量は限
られるものの地場産食材の活用が可能であると結
んでいる。
　三田市の農業については，農業就業者の減少や
高齢化を挙げており，学校給食部会でも高齢化に
より会員数が減少しているとしている。地産地消
推進においても，農家の高齢化，後継者不足，兼
業も含めて農業での生計などの問題が解決されな
ければ，継続，かつ長期的に地場食材の供給を行
うことが難しいと考える。

7　終わりに

　国民が生涯に渡り健康を維持するために，幅広
い年齢層が食への関心を持ち，正しい情報の基，
健全な食生活を送ることが重要である。2005 年

に食育基本法が制定され，翌年に自治体による食
育推進の基本となる食育推進基本計画が決定され
た。食育推進基本計画は 5 年ごとに改定され，現
在は第 4 次計画の基，食育推進運動が展開されて
いる。
　本稿では，まず第 4 次計画の重要事項と食育推
進に向けての事項を紹介した。次に，第 3 次計画
と第 4 次計画の目標値と現状値，新たに第 4 次計
画から加わった目標値など記載し，説明を加え
た。
　食育基本法・食育推進基本計画では，子供への
食育の重要性を説いており，学校給食の時間も含
めての児童生徒に対する学校及び家庭においての
食育の推進が，食習慣が起因とされる病気の発症
を防き，「生涯を通じた心身の健康を支える」と
している。
　私立の教育機関など，全ての学校で給食が提供
されているわけではなく，給食の提供はあくまで
も努力義務であり，全ての児童生徒に平等に食育
がなされているわけではない。しかし，給食を実
施している学校では，食に関する職務により，栄
養教諭や学級担任の負担が増加しているのではな
いだろうか。
　本稿では，行政による食育事業を 2 つ紹介し
た。これらの事業の結果から，食育を進める上で
の課題が浮き彫りにされている。
　地産地消推進の一環として，今回紹介した学校
給食への地場産食材の供給に関する事例研究の結
果より，以下のことが考えられる。
　学校給食への地場産食材活用には，学校，地元
生産者との連携が必要である。例えば，献立を地
場産食材の収穫時期を念頭に作成するために，栄
養士・栄養教諭が畑を見学して生育状況を確認す
るなど，必要な食材の種類，規格，数量，時期，
価格などの情報を，学校（給食センター等）と生
産者が共有する必要がある。このことが，地場産
食材の安定的な供給体制の確立にもつながる。
　地元生産者団体や学校が供給できる地場産食材
の品目，数量を調査し，供給できる範囲で，地場
産物，県内産，国内産を用いる。地元の生産者組
織が弱い場合は，農業協同組合などの仲介により
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地場産食材の学校給食への活用が可能である。
　自治体が地元生産者の保護の観点から地場産食
材の学校給食への導入を決めた場合，学校給食へ
の供給価格は，入札制度で一般業者が供給する卸
売市場の供給価格より高く設定されることもあ
る。
　限られた時間と人数で調理しなければならない
学校給食での地場産食材の活用の場合，例えば，
野菜の種類によっては，調理の際に学校が望む形
へ生産者が一次加工したあと納入する必要があ
る。
　学校給食の食材として地場産物を活用しようと
する取り組みが，食育の一環として 2009 年の

「学校給食法の改定」以後，全国的に盛んになっ
ている。地域で供給できる品目や数量が異なるな
か，学校給食における地場産食材・国産食材を使
用する割合の目標値の計測方法が，第 3 次計画ま
での食材数ベースから第 4 次計画では金額ベース
に変更になった。このことからも，学校給食で用
いる食材全てを地場産物で賄うことを全国の学校
で行うことは難しいと思われるが，自治体の協力
や JA 等の仲介により，今後も多くの取組が行わ
れていくのではないだろうか。
　事例研究でも触れられていたが，長期的に見て
農業就業者の高齢化や後継ぎ問題等により地場産
食材の安定的な供給に不安があるなか，日本の食
の問題を消費者も認識し，考える必要がある。
　最後に，日本の学校給食は貧困対策の一つとし
て 1889 年に私立中愛小学校で貧困が原因で弁当
を持参できなかった児童に対して行われたことが
始まりとされているが，1954 年 6 月に制定され
た「学校給食法」では，学校給食の定義，国や地
方公共団体，及び小学校等の設置者の任務等が明
確化され，給食施設や給食運営費の設置者の負担
や国の補助についても明文化された。このこと
が，今日の学校給食の普及につながっている（31）。
　近年，学校給食おける食物アレルギーへの対応
や給食費の未納問題などの課題を抱えながら，文
部科学省や農林水産省など行政は，食育の推進に
学校給食が果たす役割は大きいとして，前掲のよ
うに給食時間及び他の科目の時間においても横断

的な食育の取り組みを教育機関に要請している。
　栄養バランスを考えて調理された給食は児童生
徒の成長に寄与してきた。共働き世帯が増加する
なか，学校給食の恩恵を受けている保護者も多い
のも事実であろう。経済的に給食費の負担が難し
い児童生徒へ救済・助成制度の確立も必要であろ
う。
　このような状況下，著者は食育の意義や学校給
食が果たしてきた役割を理解しつつも，児童生徒
全員が均一化された給食メニューを食べる仕組
み・在り方に疑問を持つ。保護者の中にも家庭で
調理した弁当を昼食に食べてもらいたいと考える
人もいる。小麦，タマゴ，ナッツ類などの食物ア
レルギーを持つ児童生徒（32）に弁当持参を認めて
いる学校もあるが，それ以外の児童生徒にも弁当
を持参するという「選択肢」を学校でも認めては
良いのではないかと考える。限られた時間，調理
スタッフ，予算の中で効率的な調理が要求される
学校給食では難しいと指摘があるかもしれない
が，食が太い生徒にはスクールランチに加えて弁
当持参など，生徒児童の昼食にも柔軟性があって
良いのではないだろうか。名古屋市，東久留米
市，藤沢市などでは，市立中学校でスクールラン
チと家庭から持参した弁当との併用を取り入れて
いる。名古屋市の場合は，ランチルーム用のメ
ニュー2 種類と教室用のメニュー（ランチボック
スメニュー）2 種類が用意されており，生徒は複
数メニューから好きなものを選択できる（33）。東
久留米市のスクールランチでは，牛乳（200ml）
のみの購入も可能である（34）。スクールランチの
予約方法は自治体によって若干異なる。藤沢市の
場合は，給食がある日全てに予約する「ずっと予
約」に加え，パソコンやスマートホン，そして
マークシートを利用した予約も可能である（35）。
　著者が野田市北部小学校で 5・6 年生を対象に
行ったアンケート調査でも，「学校給食が好き」
と答えた児童の理由として，「おいしいから

（29.3％）」と「みんなといっしょに食べられるか
ら（20.6％）」で全体の半分を占めていた。自由
記載でも「おいしい」との回答が多く，調理する
人への感謝の記述も目立っていた。
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　学校給食も含めて食事は楽しく食べたいと思う
人が大半であろう。現在，新型コロナウィルス蔓
延で給食は黙食中心で行われている学校が多いと
思われるが，日本で学校給食が始まって 130 年以
上の経つ現在，学校給食法に重点をおいた「完食
指導」を学級担任が行いがち（36）との指摘もある
なか，児童生徒がいくつかの選択肢の中で学校で
の食事を楽しく食べて欲しいと願う。
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